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増大するインフラ需要

 アジア新興国におけるインフラ需要は、電力 4兆㌦、通信 1兆㌦、道路 2兆㌦等、10年間で8
兆㌦に達する

⇒技術面で、世界をリードする日本産業の大きなチャンス

アジア新興国におけるインフラ整備需要

（出所）Asian Development Bank‘Infrastructure for a Seamless Asia’ September 2009よりみずほコーポレート銀行産業調査部作成
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総額：

$4,278mi l l on

我が国ICT産業の海外進出は他国に比べて大きく出遅れ

ITサービス 通信サービスＩＴ機器ベンダー

(単位：億円) 国内売上高 海外売上高
海外売上高

構成比

NTT
101,400

（10年度予想）
約3,200

（10年度予想）
3.2%

KDDI 34,421 約1,000 2.9%

ソフトバンク 27,634 N/A （10%未満）

(アジア地域のITサービス市場シェア*1) （アジア地域のモバイルデバイス市場シェア*2） （主要3キャリア国内外売上高比）

 ＡＳＥＡＮ地域におけるITサービス、モバイルデバイス、キャリアサービスの各市場は欧米系、中国・韓
国系の企業がシェアを握る一方、各市場において日本企業の占める割合はごく僅か

日本企業の出遅れ原因の特定と対応策の検討が喫緊の課題

=4.0%

*1 日本、シンガポール、ニュージーランド、韓国、中
国、香港、台湾、インドは除く

*2 日本、シンガポール、ニュージーランド、韓国、中
国、香港、台湾、インド、タイ、マレーシアは除く

=2.9%
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韓国政府及び米国を中心としたグローバルＩＴ企業はアジア諸国に積極攻勢

(出所) （財）国際情報化協力センター「アジア情報化レポート2010」に基づき、みずほコーポレート銀行産業調査部作成

 システムインフラはロックイン効果が高く、マーケットは早いもの勝ちの「陣取り合戦」の様相

 韓国は官民連携のもと、相手国のITインフラの発展段階等を加味した上で支援戦略を差別化。またマイクロソ
フトなどの大手グローバルIT企業も各国政府との共同研究や人材育成などで着実に実績

：韓国ソフトウェア振興院とタイ政
府機関のパートナーシップ（2003）、特許
庁による特許情報化コンサルティング事
業受託

：マイクロソフトイノベーションセン
ター設立（2008）等

：Academic Initiative 2006（モンクッ
ト王工科大学トンブリとの5年間にわたる
MoU締結）、科学技術開発庁等と連携し
ITリサーチセンタ設立

タイ

カンボジア

ベトナム

フィリピン

マレーシア

インドネシア

：ITコミュニティセンタ設立（2003）、防犯ネット
ワーク設立へ20百万US$融資（2005）、ICT協力に関
するMOU（2007）、特許庁による特許情報化コンサ
ルティング事業受託

：オープンソース分野の支援多数。バンドンに
Java教育センタ設置（2005）

：教育省と提携し「Intel World Ahead Program」
としてPC提供、eラーニング推進

：KOICA等が機材/システム供与、研修実施、
電子政府構築計画立案等を支援のほか、環境部に
よる産廃物適法処理システム、国土海洋部による
Yes! U-Portフィージビリティスタディ事業受託、ソウ
ル市による地方電子政府コンサルティング受託

等：技術支援、学生を対象とした
人材育成、共同研究開発等を実施

：韓-比IT研修センタ設立（2003）、国家ICTア
カデミー、ICT研修機関設立（2005）、国土海洋部に
よるYes! U-Portフィージビリティスタディ事業、特許
庁による特許情報化コンサルティング事業受託

：国家コンピュータセンターと、OSS上での
Windowsアプリケーション運用性テストセンタ開設
（2008）、教育省とPartner in Learning Program実施
（2003～）

：電子政府計画フェーズ1GAIS
（2004-2005）、フェーズ2PAIS（2006-
2009）受託

：KOICAがICT協力促進WG設立
（2005）、韓国情報通信産業協会がＩＣＴ協
力促進の覚書締結（2006）、特許庁によ
る国際特許出願受付システム受託

：Tivoli Netcool研究ラボ設立
（2008）

：MIMOS公社と共同でセンサーグ
リッドによる農業の高度化を実施（2008）
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我が国ICT産業の海外展開出遅れの要因

(出所) みずほコーポレート銀行産業調査部作成

 産業サイド・行政サイド双方に克服すべき課題が存在

 両サイドの課題克服を並行して進めていくことは、日系企業のグローバル展開を推進していくための車の両輪
であると思料
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【産業サイドの課題】
過当競争状態にある国内市場

(出所) みずほコーポレート銀行産業調査部作成

 韓国は市場での淘汰が進み、寡占化が進行。その結果、一社あたりの市場規模は日本を大きく上回ることに

 国内が「金の成る木」である韓国企業に対し、日本企業は、「自国市場のライバル同士」で消耗戦を繰り広げざ
るを得ない状況にあったことが、国際競争力格差の一因

日本 韓国 日韓比較

市場規模/1社
韓国：日本主要企業数 市場規模 市場規模/1社 主要企業数 市場規模 市場規模/1社

乗用車
7社

（トヨタ外）
423万台 60万台

1社
（現代）

102万台 102万台 1.7：1

鉄鋼
4社

（新日鉄外）
76百万㌧ 19百万㌧

2社
（ポスコ外）

58百万㌧ 29百万㌧ 1.5：1

携帯電話
8社

（シャープ外）
4,059万台 507万台

2社
（サムソン外）

2,356万台 1,178万台 2.3：1

電力
10社

（東電外）
8,900億ｋｗｈ 890億kwh

1社
（韓国電力）

3,500億ｋｗｈ 3,500億kwh 3.9：1

石油元売
6社

（新日石外）
4,845千b/d 807千b/d

１社

（SK）
2,291千b/d 2,291千b/d 2.8：1

日韓市場規模比較

（注）2008年実績値
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【行政サイドの課題1/2】
公的ファイナンスの活用に向けて

(出所) みずほコーポレート銀行産業調査部作成
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課題を総花的に論じるのではなく、ボトルネックの特定が必要
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公的ファイナンス活用に向けた課題の整理

 公的ファイナンスの活用はこれまで政府全体でも議論されてきているものの、利用者（＝我が国の事業者）が
何をボトルネックと認識しているのかに対する議論は不十分

 ステークホルダーの意見を集約し、ICT産業の立場からみた課題の提示と解決策の発信、及び他省庁との連
携が必要と思料
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【行政サイドの課題2/2】
公的ファイナンスの議論の例

(出所)経済産業省「水ビジネス国際展開研究会」WG資料より抜粋

 「水ビジネス国際展開研究会※」においては構成委員から公的支援ツールの改善要望を取りまとめ、実現可能
性及び検討状況について関係機関（JBIC、NEXI、JICA、JETRO）にヒアリングを実施

 利用者の要望に対し、現状でどの程度対応できているのかを明確にしたうえで、更に何らかの手当てが必要
とされる部分については積極的に提言を行うべきと思料

構成委員からの改善要望と関係機関の検討状況（例）

※ 経済産業省において2009年10月から2010年4月まで開催

要望

要望

要望

要望

要望
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②通信サービス

 ワンストップでサービスを提供する海外大手グローバルIT企業や、官民一体となって着実に獲得領域を拡大して
いく韓国に対し、大きく出遅れた日本勢が優位に展開するには何らかの差別化が必要

③インフラ機器

①上位レイヤ

（出所） みずほコーポレート銀行産業調査部作成

バンドルによる差別化戦略のイメージ

差別化戦略(a)：部分差別化戦略（①、②、または③）

 政府の支援のもと、特定のアプリケーション、シス
テム提供、通信網構築など我が国が強みを持つ
個別技術を差別化し提供

 全体が特定の一社に依存することのリスクを訴求

【産業間連携】
海外展開における差別化戦略のイメージ

対抗

IBM・HPなど
グローバルＩＴ企業

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
戦
略

・Samsung

韓国政府

・LG

官
民
一
体
セ
ー
ル
ス

差別化戦略(b)：部分バンドル化獲得戦略（例：①+②）

 例として、電子政府システムとデータセンタ・IXなど、
近接レイヤ・個別技術のバンドル提供

差別化戦略（c）：全体パッケージ化戦略（①+②+③）

 データセンタや通信インフラなど下位レイヤとのバ
ンドル提供

 通信インフラ部分まで含めた、グローバルIT企業
にも提供できないICTフルサポートパッケージ

対抗

バンドル戦略オプション
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（出所） みずほコーポレート銀行産業調査部作成

日系企業のグローバル展開に向けて（まとめ）

国内過当競争の是正による産業構造の変革

企業間の合従連衡と同様の効果のある、個別企業における事業の「選択と
集中」への積極的取り組み

産業間連携の推進

バンドル化による差別化戦略

提案活動等を行う窓口企業の設置

公的ファイナンスの活用に向けて

ボトルネックの特定

ICT産業からみた改善提言の発信
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【産業間連携 ご参考】
国際的な企業間連携への取り組みイメージ

(出所) みずほコーポレート銀行産業調査部作成

【ブラジル】

ナミザ（鉄鉱石鉱山会社）

鉄鉱石企業の
世界的寡占化

新興国の大量消費に
よる原料価格上昇

システムインフラにおいても新興国と
「持続可能な成長モデル」を「共創」・「共有」

オールジャパン
体制の構築

日本による
イニシアティブ

の発揮

「共創」「共有」
の実現

 トップセールス

 国内コンソーシアム

 政策金融のフルサポート

 グローバルコンソーシアム
日本企業⇒先進諸国企業・新興国企業

へのイニシアティブ

グローバルコンソーシアム
「共創」 日本企業＋新興国企業

＋先進国企業
「共有」 リターンもリスクもシェア

アジアという観点からの新たな連携例
（アジア連合による第三国での共創）

【韓国】

ポスコ

（16.2%）

【台湾】

中国製鉄

（1.0%）

【日本】

伊藤忠, 新日鉄

JFE, 住友金属

神戸製鋼, 日新製鋼

(82.8%)

共通の課題
原料の安定確保と資源価格の安定化

（出所）経済産業省

アジア・コンソーシアム
共同でナミザ株の約４０％を3,120億円で取得
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